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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ たしろ　やすのり ）

田代　康則

（平成16年4月）

（ ばば　よしひさ ）

馬場　善久

（平成25年4月）

（ かんざか　じゅんいち ） （ たかぎ　いさお ）

勘坂　純市 高木　功

（平成28年4月） （令和2年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　東京都八王子市丹木町1-236

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人創価大学

（２） 大　学　名

　　　〒192－8577

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　創価大学

学 部 長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

任期満了のため令和2年4
月1日（2）

学　　長

職　　名

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　ください。
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　　　に報告書を作成してください。

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

人 年次 人 年度

人
　経済学部

　　　経済学科 200 190 0 18 800 796 平成30

　学士（経済学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

190人 ―人 190人 ―人 190人 ―人 190人 ―人

1,166 9 1,344 5 1078 16 945 ―

(14) ( ― ) (17) ( ― ) (15) (2) (12) ( ― )

[ 37 ] [ 9 ] [ 29 ] [ 4 ] [ 16 ] [ 16(-)] [(-)15 ] [ ― ]

1,152 9 1,317 5 1059 16 937 ―

(14) ( ― ) (17) ( ― ) (15) (2) (12) ( ― )

[ 37 ] [ 9 ] [ 29 ] [ 4 ] [ 16 ] [ 16(-)] [(-)11 ] [ ― ]

488 4 548 3 475 8 535 ―

(14) ( ― ) (17) ( ― ) (15) (2) (11) ( ― )

[ 9 ] [ 3 ] [ 13 ] [ 3 ] [ 12 ] [ 8(-)] [(-)6 ] [ ― ]

202 3 195 3 197 3 190 ―

(14) ( ― ) (16) ( ― ) (15) (0) (9) ( ― )

[  8 ] [ 3 ] [ 12 ] [ 3 ] [ 11 ] [ 3(-)] [(-)5 ] [ ― ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科の場合ですが、変更年度・修業年限に合わせて

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、標準修業年限における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

(18)

[ 　―　 ]

新規入学者を
募集中

学生募集の停
止について

平均入学定員
超 過 率

　　　1.03倍

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

-

年

[ 　―　 ]

(18)

4

平成３０年度

　　　・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（入試区分ごとではありません）。

合格者数

　　　　記入してください。

1.07

入学者の内、左
記のほかにコロ
ナの影響で来日
できてない留学
生は以下の通

り。
令和2年度その
他の学期：3人
令和3年度春学

期：1人
令和3年度春学
期編入学：2人

1.001.04 1.05

190

受験者数

志願者数

Ａ　 入学定員

Ｂ　 入学者数

令和元年度

190
(18)

[ 　―　 ]

令和２年度

[ 　―　 ]

(18)

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください

　　　　作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し、５年以上の場合には、欄を設けてください。）

修業年限
収容定員編入学定員 定員変更年度 備　考

190 190

調査対象学部等の
名称（学位） 入学定員

設 置 時 の 計 画

令和３年度

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 4
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

備　　考

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

年 人 年次 人 倍 倍 倍 倍 倍 年度 年度

人

経済学部 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46

　経済学科 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、３
年次編入18）

法学部 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

　法律学科 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

定員変更（△10、
３年次編入8）

文学部 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46

　人間学科 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46
定員変更（△20、
３年次編入40）

経営学部 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51

　経営学科 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51
定員変更（△10、
３年次編入26）

教育学部 4 180 - 720 1.07 1.04 1.04 1.02 1.04 - -

　教育学科　 4 80 - 320 1.07 1.03 1.03 1.07 1.05 - 昭和51

　児童教育学科　 4 100 - 400 1.07 1.05 1.06 0.97 1.03 - 昭和51

理工学部 4 180 - 720 1.02 1.04 0.99 0.99 1.01 - -

　情報システム工学科 4 80 - 320 1.02 1.07 1.02 1.03 1.03 - 平成３

　共生創造理工学科 4 100 - 400 1.03 1.01 0.97 0.96 0.99 - 平成27

　生命情報工学科 4 - - - - - - - - - 平成３
平成27年学生募集停止

　環境共生工学科 4 - - - - - - - - - 平成15
平成27年学生募集停止

看護学部 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

　看護学科 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

国際教養学部 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26

　国際教養学科 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26 定員変更(10)

大学全体［通信教育部
除く］

4 1,500 92 6,184 1.06 1.03 1.01 1.00 1.02 - -

[通信教育部]

経済学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51

  経済学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

法学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51

　法律学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

教育学部 4 650 - 2,600 0.34 0.16 0.14 0.13 0.13 - 昭和57

　教育学科 4 300 - 1,200 0.47 0.16 0.12 0.17 0.14 - 昭和57

２　既設大学等の状況

入学定員超過率 平均入学
定員

超過率

編入学
定　員

開設
年度

収容
定員

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

修業
年限

入学
定員

既設学部等の名称

　　創　価　大　学
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　児童教育学科 4 350 - 1,400 0.22 0.15 0.16 0.10 0.12 - 昭和57

文学部 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

　人間学科 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

［博士前期/修士課程］

経済学研究科 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

　経済学専攻 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

法学研究科 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

　法律学専攻 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

文学研究科 2 58 - 116 - - 0.52 0.55 0.53 - 昭和50

　英文学専攻 2 10 - 20 - - 0.00 0.00 0.00 - 昭和50

　社会学専攻 2 10 - 20 - - 0.80 0.50 0.65 - 昭和50

　教育学専攻 2 15 - 30 - - 0.53 0.80 0.66 - 昭和61

　人文学専攻 2 8 - 16 - - 0.50 1.00 0.75 - 平成４

　国際言語教育専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.46 0.63 - 平成21

国際平和学研究科 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

　国際平和学専攻 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

理工学研究科 2 70 - 140 - - 0.93 0.72 0.82 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 2 30 - 60 - - 1.10 1.06 1.08 - 平成７

　生命情報工学専攻 2 - - - - - - - - - 平成７
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 2 25 - 50 - - 0.88 0.56 0.72 - 平成19

　生命理学専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.53 0.67 - 令和２

［博士後期課程］

経済学研究科 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

　経済学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

法学研究科 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

　法律学専攻 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

文学研究科 3 16 - 48 - 0.36 0.17 0.12 0.21 - 昭和52

　英文学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.00 0.00 0.00 - 昭和52

　社会学専攻 3 5 - 15 - 0.20 0.20 0.00 0.13 - 昭和52

　教育学専攻 3 2 - 6 - 1.00 0.50 0.50 0.66 - 平成元

　人文学専攻 3 4 - 12 - 0.25 0.00 0.00 0.08 - 平成６

理工学研究科 3 14 - 40 - 1.03 0.47 0.67 0.67 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 3 4 - 12 - 0.75 1.00 0.00 0.58 - 平成９
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　生命情報工学専攻 3 - - - - 1.00 - - - - 平成９
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 3 5 - 13 - 1.33 0.20 1.00 0.84 - 平成19
令和２年定員変更
（2）

　生命理学専攻 3 5 - 15 - - 0.2 1.00 0.6 - 令和２

［専門職課程］

法務研究科 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

　法務専攻 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

教職研究科 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

　教職専攻 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 1
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

年 人 年次 人 倍

人

国際ビジネス学科 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2 - - - - - - - - - 昭和60
平成30年学生募集停
止

大学全体 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

　創　価　女　子　短　期　大　学

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び高等専門学校について

　　　　それぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

入学定員超過率
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成29年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和2年度）

該当なし

指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中

・経済学部経済学科
（通信教育課程）、法
学部法律学科（通信教
育課程）、教育学部教
育学科（通信教育課
程）及び児童教育学科
（通信教育課程）の定
員未充足の是正に努め
ること。

・令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

経済学部経済学科（通信教
育課程）及び法学部法律学
科（通信教育課程）は平成
30年度に入学定員を2,000名
より1年次1,000名、3年次編
入学を100名に変更し、定員
充足に努めている。あわせ
て、通信教育課程では平成
30年度よりICT環境を整備し
た。これにより、レポート
の提出やスクーリングメ
ディア授業の受講、デジタ
ルコンテンツの補助教材参
照等、各種取り扱いをイン
ターネットで利用できるよ
うにした。また、令和2年度
より、教育学部教育学科に
おいて「社会教育士」の称
号を取得できるようになっ
た。これらの点を広く周知
し、学生募集の増加に努め
ていく。

履行中

・平均入学定員超過率
が0.06倍と著しく低い
が、その原因分析の状
況及び今後の改善策等
について具体的に説明
すること。

令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

大学通信教育は、教育の機
会均等及び大学教育の門戸
を万人に開くために昭和21
年3月に学校教育法によって
制度化されたことから、本
学通信教育課程の開設（昭
和51年）以前に開設された
通信教育の大学は、一部の
学部を除き、ほぼ全ての大
学・学部において入学定員
1,000人を超えて設定してお
り、本学通信教育部の経済
学科でも開設以来2,000人の
入学定員を設け、大学教育
の門戸を万人に開いた体制
をとったことによる。
そこで経済学科は、平成30
年度に入学定員を2,000名よ
り1年次1,000名、3年次編入
学を100名に変更した上で、
全国各地やインターネット
を利用した入学説明会の開
催や、新聞やインターネッ
ト広告の掲載、ホームペー
ジやSNS等を利用した広報を
実施し、定員充足に努めて
いる。また、平成30年度よ
りICT環境の整備を進め、令
和2年度にはインターネット
を利用したWEB科目試験の受
験やリアルタイム授業の受
講などを可能にしたことに
より、地方在住者でもさら
なる利便性の向上とコロナ
禍においても安全に学修を
行える環境を整備した。こ
れらを広く訴求することに
より、今まで学修が難しい
環境にあった方や在宅での
学びや資格取得を検討され
ている方なども対象とし
た、新たな生活環境・学修
環境に即した学生募集の取
り組みを積極的に行い、入
学者数の増加に努めてい
る。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
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大学番号 080

設置年度 平成 30年度

計画の区分： 大学の収容定員に係る学則変更

創価大学 経営学部 経営学科

　　　職名・氏名 係長　　岩城　健児

　　　電話番号　　 042-691-9442

　　　（夜間）　　 042-691-9442

　　　ｅ－mail　　 publicrelation@soka.ac.jp

令和３年５月１日現在

　　担当部局（課）名　企画部企画広報課

　作成担当者

（注）　１　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況報告書

　　　　　例）　○○大学（旧名称：◇◇大学（平成◇◇年度より名称変更））

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　２　認可時から大学の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に（　　）書きにて

　　　　　旧名称を記載してください。

認可

学校法人創価大学　　

収容定員に係る学則変更を行った大学の履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

注１注１



①経営学部経営学科

２．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３

３．附帯事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　６
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ たしろ　やすのり ）

田代　康則

（平成16年4月）

（ ばば　よしひさ ）

馬場　善久

（平成25年4月）

（ くりやま　なおき ）

栗山　直樹

（平成26年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　東京都八王子市丹木町1-236

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人創価大学

（２） 大　学　名

　　　〒192－8577

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　創価大学

学 部 長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

学　　長

職　　名

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　ください。
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　　　に報告書を作成してください。

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

人 年次 人 年度

人
　経営学部

　　　経営学科 200 190 0 26 800 812 平成30

　学士（経営学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

190人 ―人 190人 ―人 190人 人 190人 人

1,412 10 1,190 6 1131 16 911 ―

(22) ( ― ) (29) ( ― ) (26) ( － ) ((-)16) ( ― )

[ 83 ] [ 10 ] [ 62 ] [ 3 ] [ 27 ] [ 16 ] [ 27 ] [ ― ]

1,391 10 1,175 6 1118 16 907 ―

(22) ( ― ) (29) ( ― ) (26) ( － ) ((-)15) ( ― )

[ 83 ] [ 10 ] [ 62 ] [ 3 ] [ 27 ] [ 16 ] [ 18 ] [ ― ]

402 8 433 2 423 6 486 ―

(19) ( ― ) (28) ( ― ) (23) ( － ) ((-)14) ( ― )

[ 19 ] [ 7 ] [ 37 ] [ 2 ] [ 22 ] [ 6 ] [ 10 ] [ ― ]

199 4 204 2 200 1 198 ―

(19) ( ― ) (27) ( ― ) (23) ( － ) ((-)9） ( ― )

[ 18 ] [ 7 ] [ 36 ] [ 2 ] [ 22 ] [ 1 ] [ 7 ] [ ― ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科の場合ですが、変更年度・修業年限に合わせて

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、標準修業年限における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

(26)

[ 　―　 ]

新規入学者を
募集中

学生募集の停
止について

平均入学定員
超 過 率

　　1.05倍

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

-

年

[ 　―　 ]

(26)

4

平成３０年度

　　　・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（入試区分ごとではありません）。

合格者数

　　　　記入してください。

1.06

入学者の内、左
記のほかにコロ
ナの影響で来日
できてない留学
生は以下の通

り。
令和2年度その
他の学期：2人
令和3年度春学

期：3人
令和3年度春学
期編入学：5人

1.041.07 1.05

190

受験者数

志願者数

Ａ　 入学定員

Ｂ　 入学者数

令和元年度

190
(26)

[ 　―　 ]

令和２年度

[ 　―　 ]

(26)

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください

　　　　作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し、５年以上の場合には、欄を設けてください。）

修業年限
収容定員編入学定員 定員変更年度 備　考

190 190

調査対象学部等の
名称（学位） 入学定員

設 置 時 の 計 画

令和３年度

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 4
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

備　　考

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

年 人 年次 人 倍 倍 倍 倍 倍 年度 年度

人

経済学部 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46

　経済学科 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、３
年次編入18）

法学部 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

　法律学科 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

定員変更（△10、
３年次編入8）

文学部 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46

　人間学科 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46
定員変更（△20、
３年次編入40）

経営学部 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51

　経営学科 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51
定員変更（△10、
３年次編入26）

教育学部 4 180 - 720 1.07 1.04 1.04 1.02 1.04 - -

　教育学科　 4 80 - 320 1.07 1.03 1.03 1.07 1.05 - 昭和51

　児童教育学科　 4 100 - 400 1.07 1.05 1.06 0.97 1.03 - 昭和51

理工学部 4 180 - 720 1.02 1.04 0.99 0.99 1.01 - -

　情報システム工学科 4 80 - 320 1.02 1.07 1.02 1.03 1.03 - 平成３

　共生創造理工学科 4 100 - 400 1.03 1.01 0.97 0.96 0.99 - 平成27

　生命情報工学科 4 - - - - - - - - - 平成３
平成27年学生募集停止

　環境共生工学科 4 - - - - - - - - - 平成15
平成27年学生募集停止

看護学部 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

　看護学科 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

国際教養学部 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26

　国際教養学科 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26 定員変更(10)

大学全体［通信教育部
除く］

4 1,500 92 6,184 1.06 1.03 1.01 1.00 1.02 - -

[通信教育部]

経済学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51

  経済学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

法学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51

　法律学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

教育学部 4 650 - 2,600 0.34 0.16 0.14 0.13 0.13 - 昭和57

　教育学科 4 300 - 1,200 0.47 0.16 0.12 0.17 0.14 - 昭和57

２　既設大学等の状況

入学定員超過率 平均入学
定員

超過率

編入学
定　員

開設
年度

収容
定員

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

修業
年限

入学
定員

既設学部等の名称

　　創　価　大　学
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　児童教育学科 4 350 - 1,400 0.22 0.15 0.16 0.10 0.12 - 昭和57

文学部 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

　人間学科 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

［博士前期/修士課程］

経済学研究科 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

　経済学専攻 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

法学研究科 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

　法律学専攻 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

文学研究科 2 58 - 116 - - 0.52 0.55 0.53 - 昭和50

　英文学専攻 2 10 - 20 - - 0.00 0.00 0.00 - 昭和50

　社会学専攻 2 10 - 20 - - 0.80 0.50 0.65 - 昭和50

　教育学専攻 2 15 - 30 - - 0.53 0.80 0.66 - 昭和61

　人文学専攻 2 8 - 16 - - 0.50 1.00 0.75 - 平成４

　国際言語教育専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.46 0.63 - 平成21

国際平和学研究科 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

　国際平和学専攻 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

理工学研究科 2 70 - 140 - - 0.93 0.72 0.82 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 2 30 - 60 - - 1.10 1.06 1.08 - 平成７

　生命情報工学専攻 2 - - - - - - - - - 平成７
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 2 25 - 50 - - 0.88 0.56 0.72 - 平成19

　生命理学専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.53 0.67 - 令和２

［博士後期課程］

経済学研究科 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

　経済学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

法学研究科 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

　法律学専攻 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

文学研究科 3 16 - 48 - 0.36 0.17 0.12 0.21 - 昭和52

　英文学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.00 0.00 0.00 - 昭和52

　社会学専攻 3 5 - 15 - 0.20 0.20 0.00 0.13 - 昭和52

　教育学専攻 3 2 - 6 - 1.00 0.50 0.50 0.66 - 平成元

　人文学専攻 3 4 - 12 - 0.25 0.00 0.00 0.08 - 平成６

理工学研究科 3 14 - 40 - 1.03 0.47 0.67 0.67 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 3 4 - 12 - 0.75 1.00 0.00 0.58 - 平成９
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　生命情報工学専攻 3 - - - - 1.00 - - - - 平成９
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 3 5 - 13 - 1.33 0.20 1.00 0.84 - 平成19
令和２年定員変更
（2）

　生命理学専攻 3 5 - 15 - - 0.2 1.00 0.6 - 令和２

［専門職課程］

法務研究科 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

　法務専攻 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

教職研究科 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

　教職専攻 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 1
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

年 人 年次 人 倍

人

国際ビジネス学科 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2 - - - - - - - - - 昭和60
平成30年学生募集停
止

大学全体 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

　創　価　女　子　短　期　大　学

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び高等専門学校について

　　　　それぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

入学定員超過率
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成29年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和2年度）

該当なし

指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中

・経済学部経済学科
（通信教育課程）、法
学部法律学科（通信教
育課程）、教育学部教
育学科（通信教育課
程）及び児童教育学科
（通信教育課程）の定
員未充足の是正に努め
ること。

・令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

経済学部経済学科（通信教
育課程）及び法学部法律学
科（通信教育課程）は平成
30年度に入学定員を2,000名
より1年次1,000名、3年次編
入学を100名に変更し、定員
充足に努めている。あわせ
て、通信教育課程では平成
30年度よりICT環境を整備し
た。これにより、レポート
の提出やスクーリングメ
ディア授業の受講、デジタ
ルコンテンツの補助教材参
照等、各種取り扱いをイン
ターネットで利用できるよ
うにした。また、令和2年度
より、教育学部教育学科に
おいて「社会教育士」の称
号を取得できるようになっ
た。これらの点を広く周知
し、学生募集の増加に努め
ていく。

履行中

・平均入学定員超過率
が0.06倍と著しく低い
が、その原因分析の状
況及び今後の改善策等
について具体的に説明
すること。

令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

大学通信教育は、教育の機
会均等及び大学教育の門戸
を万人に開くために昭和21
年3月に学校教育法によって
制度化されたことから、本
学通信教育課程の開設（昭
和51年）以前に開設された
通信教育の大学は、一部の
学部を除き、ほぼ全ての大
学・学部において入学定員
1,000人を超えて設定してお
り、本学通信教育部の経済
学科でも開設以来2,000人の
入学定員を設け、大学教育
の門戸を万人に開いた体制
をとったことによる。
そこで経済学科は、平成30
年度に入学定員を2,000名よ
り1年次1,000名、3年次編入
学を100名に変更した上で、
全国各地やインターネット
を利用した入学説明会の開
催や、新聞やインターネッ
ト広告の掲載、ホームペー
ジやSNS等を利用した広報を
実施し、定員充足に努めて
いる。また、平成30年度よ
りICT環境の整備を進め、令
和2年度にはインターネット
を利用したWEB科目試験の受
験やリアルタイム授業の受
講などを可能にしたことに
より、地方在住者でもさら
なる利便性の向上とコロナ
禍においても安全に学修を
行える環境を整備した。こ
れらを広く訴求することに
より、今まで学修が難しい
環境にあった方や在宅での
学びや資格取得を検討され
ている方なども対象とし
た、新たな生活環境・学修
環境に即した学生募集の取
り組みを積極的に行い、入
学者数の増加に努めてい
る。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
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大学番号 080

設置年度 平成 30年度

計画の区分： 大学の収容定員に係る学則変更

創価大学 法学部 法律学科

　　　職名・氏名 係長　　岩城　健児

　　　電話番号　　 042-691-9442

　　　（夜間）　　 042-691-9442

　　　ｅ－mail　　 publicrelation@soka.ac.jp

令和３年５月１日現在

　　担当部局（課）名　企画部企画広報課

　作成担当者

（注）　１　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況報告書

　　　　　例）　○○大学（旧名称：◇◇大学（平成◇◇年度より名称変更））

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　２　認可時から大学の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に（　　）書きにて

　　　　　旧名称を記載してください。

認可

学校法人創価大学　　

収容定員に係る学則変更を行った大学の履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

注１注１



①法学部法律学科

２．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３

３．附帯事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　６

目次
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ たしろ　やすのり ）

田代　康則

（平成16年4月）

（ ばば　よしひさ ）

馬場　善久

（平成25年4月）

（ すどう　よしやす ）

須藤　悦安

（平成28年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　東京都八王子市丹木町1-236

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人創価大学

（２） 大　学　名

　　　〒192－8577

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　創価大学

学 部 長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

学　　長

職　　名

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　ください。
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　　　に報告書を作成してください。

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

人 年次 人 年度

人
　法学部

　　　法律学科 250 240 0 8 1,000 976 平成30

　　学士（法学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

240人 ―人 240人 ―人 240人 人 240人 人

1,171 5 1,044 3 989 8 817

(12) ( ― ) (11) ( ― ) (7) ( － ) ((-)11) (　 　)

[ 6 ] [ 5 ] [ 11 ] [ 2 ] [ 7 ] [ 8 ] [ 3 ] [ 　 ]

1,156 5 1,031 3 975 8 808

(10) ( ― ) (11) ( ― ) (7) ( － ) ((-)9) (　 　)

[ 6 ] [ 5 ] [ 11 ] [ 2 ] [ 7 ] [ 8 ] [ 3 ] [ 　 ]

450 2 582 2 536 6 596

(10) ( ― ) (10) ( ― ) (7) ( － ) ((-)8) (　 　)

[ 4 ] [ 2 ] [ 7 ] [ 2 ] [ 6 ] [ 6 ] [ 3 ] [ 　 ]

251 2 248 1 252 1 244

(10) ( ― ) (10) ( ― ) (7) ( － ) ((-)8) (　 　)

[ 4 ] [ 2 ] [ 7 ] [ 1 ] [ 4 ] [ 1 ] [ 1 ] [ 　 ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科の場合ですが、変更年度・修業年限に合わせて

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、標準修業年限における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

入学者の内、左
記のほかにコロ
ナの影響で来日
できてない留学
生は以下の通

り。
令和2年度その
他の学期：3人
令和3年度春学

期：2人

新規入学者を
募集中

学生募集の停
止について

平均入学定員
超 過 率

1.04倍

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

-
受験者数

志願者数

Ａ　 入学定員

Ｂ　 入学者数

(8)

[ 　―　 ]

1.03 1.05

年

[ 　―　 ]

(8)

4

平成３０年度

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

令和元年度

240
(8)

[ 　―　 ]

令和２年度

[ 　―　 ]

(8)

　　　・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（入試区分ごとではありません）。

合格者数

　　　　記入してください。

1.05 1.01

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください

　　　　作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し、５年以上の場合には、欄を設けてください。）

修業年限
収容定員編入学定員 定員変更年度 備　考

240 240

調査対象学部等の
名称（学位） 入学定員

設 置 時 の 計 画

令和３年度

240

2



大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 4
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

備　　考

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

年 人 年次 人 倍 倍 倍 倍 倍 年度 年度

人

経済学部 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46

　経済学科 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、３
年次編入18）

法学部 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

　法律学科 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

定員変更（△10、
３年次編入8）

文学部 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46

　人間学科 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46
定員変更（△20、
３年次編入40）

経営学部 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51

　経営学科 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51
定員変更（△10、
３年次編入26）

教育学部 4 180 - 720 1.07 1.04 1.04 1.02 1.04 - -

　教育学科　 4 80 - 320 1.07 1.03 1.03 1.07 1.05 - 昭和51

　児童教育学科　 4 100 - 400 1.07 1.05 1.06 0.97 1.03 - 昭和51

理工学部 4 180 - 720 1.02 1.04 0.99 0.99 1.01 - -

　情報システム工学科 4 80 - 320 1.02 1.07 1.02 1.03 1.03 - 平成３

　共生創造理工学科 4 100 - 400 1.03 1.01 0.97 0.96 0.99 - 平成27

　生命情報工学科 4 - - - - - - - - - 平成３
平成27年学生募集停止

　環境共生工学科 4 - - - - - - - - - 平成15
平成27年学生募集停止

看護学部 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

　看護学科 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

国際教養学部 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26

　国際教養学科 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26 定員変更(10)

大学全体［通信教育部
除く］

4 1,500 92 6,184 1.06 1.03 1.01 1.00 1.02 - -

[通信教育部]

経済学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51

  経済学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

法学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51

　法律学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

教育学部 4 650 - 2,600 0.34 0.16 0.14 0.13 0.13 - 昭和57

　教育学科 4 300 - 1,200 0.47 0.16 0.12 0.17 0.14 - 昭和57

２　既設大学等の状況

入学定員超過率 平均入学
定員

超過率

編入学
定　員

開設
年度

収容
定員

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

修業
年限

入学
定員

既設学部等の名称

　　創　価　大　学
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　児童教育学科 4 350 - 1,400 0.22 0.15 0.16 0.10 0.12 - 昭和57

文学部 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

　人間学科 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

［博士前期/修士課程］

経済学研究科 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

　経済学専攻 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

法学研究科 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

　法律学専攻 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

文学研究科 2 58 - 116 - - 0.52 0.55 0.53 - 昭和50

　英文学専攻 2 10 - 20 - - 0.00 0.00 0.00 - 昭和50

　社会学専攻 2 10 - 20 - - 0.80 0.50 0.65 - 昭和50

　教育学専攻 2 15 - 30 - - 0.53 0.80 0.66 - 昭和61

　人文学専攻 2 8 - 16 - - 0.50 1.00 0.75 - 平成４

　国際言語教育専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.46 0.63 - 平成21

国際平和学研究科 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

　国際平和学専攻 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

理工学研究科 2 70 - 140 - - 0.93 0.72 0.82 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 2 30 - 60 - - 1.10 1.06 1.08 - 平成７

　生命情報工学専攻 2 - - - - - - - - - 平成７
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 2 25 - 50 - - 0.88 0.56 0.72 - 平成19

　生命理学専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.53 0.67 - 令和２

［博士後期課程］

経済学研究科 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

　経済学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

法学研究科 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

　法律学専攻 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

文学研究科 3 16 - 48 - 0.36 0.17 0.12 0.21 - 昭和52

　英文学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.00 0.00 0.00 - 昭和52

　社会学専攻 3 5 - 15 - 0.20 0.20 0.00 0.13 - 昭和52

　教育学専攻 3 2 - 6 - 1.00 0.50 0.50 0.66 - 平成元

　人文学専攻 3 4 - 12 - 0.25 0.00 0.00 0.08 - 平成６

理工学研究科 3 14 - 40 - 1.03 0.47 0.67 0.67 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 3 4 - 12 - 0.75 1.00 0.00 0.58 - 平成９
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　生命情報工学専攻 3 - - - - 1.00 - - - - 平成９
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 3 5 - 13 - 1.33 0.20 1.00 0.84 - 平成19
令和２年定員変更
（2）

　生命理学専攻 3 5 - 15 - - 0.2 1.00 0.6 - 令和２

［専門職課程］

法務研究科 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

　法務専攻 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

教職研究科 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

　教職専攻 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 1
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

年 人 年次 人 倍

人

国際ビジネス学科 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2 - - - - - - - - - 昭和60
平成30年学生募集停
止

大学全体 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

　創　価　女　子　短　期　大　学

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び高等専門学校について

　　　　それぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

入学定員超過率
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成29年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和2年度）

該当なし

指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中

・経済学部経済学科
（通信教育課程）、法
学部法律学科（通信教
育課程）、教育学部教
育学科（通信教育課
程）及び児童教育学科
（通信教育課程）の定
員未充足の是正に努め
ること。

・令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

経済学部経済学科（通信教
育課程）及び法学部法律学
科（通信教育課程）は平成
30年度に入学定員を2,000名
より1年次1,000名、3年次編
入学を100名に変更し、定員
充足に努めている。あわせ
て、通信教育課程では平成
30年度よりICT環境を整備し
た。これにより、レポート
の提出やスクーリングメ
ディア授業の受講、デジタ
ルコンテンツの補助教材参
照等、各種取り扱いをイン
ターネットで利用できるよ
うにした。また、令和2年度
より、教育学部教育学科に
おいて「社会教育士」の称
号を取得できるようになっ
た。これらの点を広く周知
し、学生募集の増加に努め
ていく。

履行中

・平均入学定員超過率
が0.06倍と著しく低い
が、その原因分析の状
況及び今後の改善策等
について具体的に説明
すること。

令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

大学通信教育は、教育の機
会均等及び大学教育の門戸
を万人に開くために昭和21
年3月に学校教育法によって
制度化されたことから、本
学通信教育課程の開設（昭
和51年）以前に開設された
通信教育の大学は、一部の
学部を除き、ほぼ全ての大
学・学部において入学定員
1,000人を超えて設定してお
り、本学通信教育部の経済
学科でも開設以来2,000人の
入学定員を設け、大学教育
の門戸を万人に開いた体制
をとったことによる。
そこで経済学科は、平成30
年度に入学定員を2,000名よ
り1年次1,000名、3年次編入
学を100名に変更した上で、
全国各地やインターネット
を利用した入学説明会の開
催や、新聞やインターネッ
ト広告の掲載、ホームペー
ジやSNS等を利用した広報を
実施し、定員充足に努めて
いる。また、平成30年度よ
りICT環境の整備を進め、令
和2年度にはインターネット
を利用したWEB科目試験の受
験やリアルタイム授業の受
講などを可能にしたことに
より、地方在住者でもさら
なる利便性の向上とコロナ
禍においても安全に学修を
行える環境を整備した。こ
れらを広く訴求することに
より、今まで学修が難しい
環境にあった方や在宅での
学びや資格取得を検討され
ている方なども対象とし
た、新たな生活環境・学修
環境に即した学生募集の取
り組みを積極的に行い、入
学者数の増加に努めてい
る。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

6



大学番号 080

設置年度 平成 30年度

計画の区分： 大学の収容定員に係る学則変更

創価大学 文学部 人間学科

　　　職名・氏名 係長　　岩城　健児

　　　電話番号　　 042-691-9442

　　　（夜間）　　 042-691-9442

　　　ｅ－mail　　 publicrelation@soka.ac.jp

令和３年５月１日現在

　　担当部局（課）名　企画部企画広報課

　作成担当者

（注）　１　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況報告書

　　　　　例）　○○大学（旧名称：◇◇大学（平成◇◇年度より名称変更））

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　２　認可時から大学の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に（　　）書きにて

　　　　　旧名称を記載してください。

認可

学校法人創価大学　　

収容定員に係る学則変更を行った大学の履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

注１注１



①文学部人間学科

２．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ たしろ　やすのり ）

田代　康則

（平成16年4月）

（ ばば　よしひさ ）

馬場　善久

（平成25年4月）

（ あさやま　りゅういち ）

浅山　龍一

（平成26年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　東京都八王子市丹木町1-236

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人創価大学

（２） 大　学　名

　　　〒192－8577

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　創価大学

学 部 長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

学　　長

職　　名

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　ください。
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　　　に報告書を作成してください。

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

人 年次 人 年度

人
　文学部 3年次

　　　人間学科 370 350 0 40 1,480 1,480 平成30

　　学士（文学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

350人 ―人 350人 ―人 350人 人 350人 人

2,356 8 2,001 14 1855 6 1306 ―

(58) ( ― ) (50) ( ― ) (51) (1(-)) ((-)43) ( ― )

[ 61 ] [ 8 ] [ 35 ] [ 11 ] [ 30 ] [ 6 ] [ 16 ] [ ― ]

2,334 8 1,974 14 1834 6 1297 ―

(58) ( ― ) (50) ( ― ) (51) (1(-)) ((-)37) ( ― )

[ 61 ] [ 8 ] [ 35 ] [ 11 ] [ 30 ] [ 6 ] [ 13 ] [ ― ]

780 6 770 6 734 3 800 ―

(43) ( ― ) (11) ( ― ) (41) (1(-)) ((-)30) ( ― )

[ 14 ] [ 4 ] [ 22 ] [ 6 ] [ 27 ] [ 3 ] [ 8 ] [ ― ]

350 5 361 6 374 2 349 ―

(42) ( ― ) (11) ( ― ) (41) (1(-)) ((-)23) ( ― )

[ 12 ] [ 4 ] [ 22 ] [ 6 ] [ 25 ] [ 2 ] [ 6 ] [ ― ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科の場合ですが、変更年度・修業年限に合わせて

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、標準修業年限における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

入学者の内、左
記のほかにコロ
ナの影響で来日
できてない留学
生は以下の通

り。
令和2年度その
他の学期：1人
令和3年度春学

期：1人
令和3年度春学
期編入学：7人

新規入学者を
募集中

学生募集の停
止について

平均入学定員
超 過 率

1.02倍

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

-
受験者数

志願者数

Ａ　 入学定員

Ｂ　 入学者数

(40)

[ 　―　 ]

1.03 1.07

年

[ 　―　 ]

(40)

4

平成３０年度

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

令和元年度

350
(40)

[ 　―　 ]

令和２年度

[ 　―　 ]

(40)

　　　・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（入試区分ごとではありません）。

合格者数

　　　　記入してください。

1.01 0.99

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください

　　　　作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し、５年以上の場合には、欄を設けてください。）

修業年限
収容定員編入学定員 定員変更年度 備　考

350 350

調査対象学部等の
名称（学位） 入学定員

設 置 時 の 計 画

令和３年度

350

2



大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 4
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

備　　考

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

年 人 年次 人 倍 倍 倍 倍 倍 年度 年度

人

経済学部 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46

　経済学科 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、３
年次編入18）

法学部 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

　法律学科 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

定員変更（△10、
３年次編入8）

文学部 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46

　人間学科 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46
定員変更（△20、
３年次編入40）

経営学部 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51

　経営学科 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51
定員変更（△10、
３年次編入26）

教育学部 4 180 - 720 1.07 1.04 1.04 1.02 1.04 - -

　教育学科　 4 80 - 320 1.07 1.03 1.03 1.07 1.05 - 昭和51

　児童教育学科　 4 100 - 400 1.07 1.05 1.06 0.97 1.03 - 昭和51

理工学部 4 180 - 720 1.02 1.04 0.99 0.99 1.01 - -

　情報システム工学科 4 80 - 320 1.02 1.07 1.02 1.03 1.03 - 平成３

　共生創造理工学科 4 100 - 400 1.03 1.01 0.97 0.96 0.99 - 平成27

　生命情報工学科 4 - - - - - - - - - 平成３
平成27年学生募集停止

　環境共生工学科 4 - - - - - - - - - 平成15
平成27年学生募集停止

看護学部 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

　看護学科 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

国際教養学部 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26

　国際教養学科 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26 定員変更(10)

大学全体［通信教育部
除く］

4 1,500 92 6,184 1.06 1.03 1.01 1.00 1.02 - -

[通信教育部]

経済学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51

  経済学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

法学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51

　法律学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

教育学部 4 650 - 2,600 0.34 0.16 0.14 0.13 0.13 - 昭和57

　教育学科 4 300 - 1,200 0.47 0.16 0.12 0.17 0.14 - 昭和57

２　既設大学等の状況

入学定員超過率 平均入学
定員

超過率

編入学
定　員

開設
年度

収容
定員

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

修業
年限

入学
定員

既設学部等の名称

　　創　価　大　学
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　児童教育学科 4 350 - 1,400 0.22 0.15 0.16 0.10 0.12 - 昭和57

文学部 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

　人間学科 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

［博士前期/修士課程］

経済学研究科 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

　経済学専攻 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

法学研究科 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

　法律学専攻 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

文学研究科 2 58 - 116 - - 0.52 0.55 0.53 - 昭和50

　英文学専攻 2 10 - 20 - - 0.00 0.00 0.00 - 昭和50

　社会学専攻 2 10 - 20 - - 0.80 0.50 0.65 - 昭和50

　教育学専攻 2 15 - 30 - - 0.53 0.80 0.66 - 昭和61

　人文学専攻 2 8 - 16 - - 0.50 1.00 0.75 - 平成４

　国際言語教育専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.46 0.63 - 平成21

国際平和学研究科 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

　国際平和学専攻 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

理工学研究科 2 70 - 140 - - 0.93 0.72 0.82 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 2 30 - 60 - - 1.10 1.06 1.08 - 平成７

　生命情報工学専攻 2 - - - - - - - - - 平成７
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 2 25 - 50 - - 0.88 0.56 0.72 - 平成19

　生命理学専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.53 0.67 - 令和２

［博士後期課程］

経済学研究科 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

　経済学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

法学研究科 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

　法律学専攻 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

文学研究科 3 16 - 48 - 0.36 0.17 0.12 0.21 - 昭和52

　英文学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.00 0.00 0.00 - 昭和52

　社会学専攻 3 5 - 15 - 0.20 0.20 0.00 0.13 - 昭和52

　教育学専攻 3 2 - 6 - 1.00 0.50 0.50 0.66 - 平成元

　人文学専攻 3 4 - 12 - 0.25 0.00 0.00 0.08 - 平成６

理工学研究科 3 14 - 40 - 1.03 0.47 0.67 0.67 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 3 4 - 12 - 0.75 1.00 0.00 0.58 - 平成９

4



　生命情報工学専攻 3 - - - - 1.00 - - - - 平成９
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 3 5 - 13 - 1.33 0.20 1.00 0.84 - 平成19
令和２年定員変更
（2）

　生命理学専攻 3 5 - 15 - - 0.2 1.00 0.6 - 令和２

［専門職課程］

法務研究科 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

　法務専攻 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

教職研究科 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

　教職専攻 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 1
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

年 人 年次 人 倍

人

国際ビジネス学科 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2 - - - - - - - - - 昭和60
平成30年学生募集停
止

大学全体 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

　創　価　女　子　短　期　大　学

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び高等専門学校について

　　　　それぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

入学定員超過率
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成29年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和2年度）

該当なし

指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中

・経済学部経済学科
（通信教育課程）、法
学部法律学科（通信教
育課程）、教育学部教
育学科（通信教育課
程）及び児童教育学科
（通信教育課程）の定
員未充足の是正に努め
ること。

・令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

経済学部経済学科（通信教
育課程）及び法学部法律学
科（通信教育課程）は平成
30年度に入学定員を2,000名
より1年次1,000名、3年次編
入学を100名に変更し、定員
充足に努めている。あわせ
て、通信教育課程では平成
30年度よりICT環境を整備し
た。これにより、レポート
の提出やスクーリングメ
ディア授業の受講、デジタ
ルコンテンツの補助教材参
照等、各種取り扱いをイン
ターネットで利用できるよ
うにした。また、令和2年度
より、教育学部教育学科に
おいて「社会教育士」の称
号を取得できるようになっ
た。これらの点を広く周知
し、学生募集の増加に努め
ていく。

履行中

・平均入学定員超過率
が0.06倍と著しく低い
が、その原因分析の状
況及び今後の改善策等
について具体的に説明
すること。

令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

大学通信教育は、教育の機
会均等及び大学教育の門戸
を万人に開くために昭和21
年3月に学校教育法によって
制度化されたことから、本
学通信教育課程の開設（昭
和51年）以前に開設された
通信教育の大学は、一部の
学部を除き、ほぼ全ての大
学・学部において入学定員
1,000人を超えて設定してお
り、本学通信教育部の経済
学科でも開設以来2,000人の
入学定員を設け、大学教育
の門戸を万人に開いた体制
をとったことによる。
そこで経済学科は、平成30
年度に入学定員を2,000名よ
り1年次1,000名、3年次編入
学を100名に変更した上で、
全国各地やインターネット
を利用した入学説明会の開
催や、新聞やインターネッ
ト広告の掲載、ホームペー
ジやSNS等を利用した広報を
実施し、定員充足に努めて
いる。また、平成30年度よ
りICT環境の整備を進め、令
和2年度にはインターネット
を利用したWEB科目試験の受
験やリアルタイム授業の受
講などを可能にしたことに
より、地方在住者でもさら
なる利便性の向上とコロナ
禍においても安全に学修を
行える環境を整備した。こ
れらを広く訴求することに
より、今まで学修が難しい
環境にあった方や在宅での
学びや資格取得を検討され
ている方なども対象とし
た、新たな生活環境・学修
環境に即した学生募集の取
り組みを積極的に行い、入
学者数の増加に努めてい
る。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
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大学番号 080

設置年度 平成 30年度

計画の区分： 大学の収容定員に係る学則変更

創価大学 国際教養学部 国際教養学科

　　　職名・氏名 係長　　岩城　健児

　　　電話番号　　 042-691-9442

　　　（夜間）　　 042-691-9442

　　　ｅ－mail　　 publicrelation@soka.ac.jp

認可

学校法人創価大学　　

収容定員に係る学則変更を行った大学の履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

　作成担当者

（注）　１　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況報告書

　　　　　例）　○○大学（旧名称：◇◇大学（平成◇◇年度より名称変更））

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　２　認可時から大学の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に（　　）書きにて

　　　　　旧名称を記載してください。

令和３年５月１日現在

　　担当部局（課）名　企画部企画広報課

注１注１



①国際教養学部国際教養学科

２．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３

３．附帯事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　６

目次

ページ

１．調査対象大学等の概要等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　1



設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ たしろ　やすのり ）

田代　康則

（平成16年4月）

（ ばば　よしひさ ）

馬場　善久

（平成25年4月）

（ たかはし　いちろう ） （ ローレンス　マクドナルド ）

高橋　一郎 Laurence Macdonald

（平成28年4月） （平成30年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

任期満了のため平成30年
4月1日（30）

学　　長

職　　名

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　ください。

学 部 長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　　東京都八王子市丹木町1-236

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人創価大学

（２） 大　学　名

　　　〒192－8577

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　創価大学

1



　　　に報告書を作成してください。

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

人 年次 人 年度

人
　国際教養学部

　国際教養学科 80 90 0 0 320 360 平成30

学士（国際教養学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

90人 ―人 90人 ―人 90人 人 90人 人

568 ― 473 ― 177 ― 333 ―

( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 21 ] [ ― ] [ 11 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

561 ― 463 ― 173 ― 333 ―

( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 21 ] [ ― ] [ 11 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

169 ― 193 ― 143 ― 199 ―

( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 9 ] [ ― ] [ 9 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

90 ― 93 ― 69 ― 82 ―

( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 9 ] [ ― ] [ 8 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科の場合ですが、変更年度・修業年限に合わせて

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、標準修業年限における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください

　　　　作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し、５年以上の場合には、欄を設けてください。）

修業年限
収容定員編入学定員 定員変更年度 備　考

90 90

調査対象学部等の
名称（学位） 入学定員

設 置 時 の 計 画

令和３年度

90

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

令和元年度

90
( ― )

[ 　―　 ]

令和２年度

[ 　―　 ]

( ― )

　　　・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（入試区分ごとではありません）。

合格者数

　　　　記入してください。

1.00 0.911.03 0.76

年

[ 　―　 ]

( ― )

4

平成３０年度

受験者数

志願者数

Ａ　 入学定員

Ｂ　 入学者数

( ― )

[ 　―　 ]

新規入学者を
募集中

学生募集の停
止について

平均入学定員
超 過 率

　　　0.92倍

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

-
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大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 4
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

備　　考

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

年 人 年次 人 倍 倍 倍 倍 倍 年度 年度

人

経済学部 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46

　経済学科 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、３
年次編入18）

法学部 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

　法律学科 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

定員変更（△10、
３年次編入8）

文学部 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46

　人間学科 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46
定員変更（△20、
３年次編入40）

経営学部 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51

　経営学科 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51
定員変更（△10、
３年次編入26）

教育学部 4 180 - 720 1.07 1.04 1.04 1.02 1.04 - -

　教育学科　 4 80 - 320 1.07 1.03 1.03 1.07 1.05 - 昭和51

　児童教育学科　 4 100 - 400 1.07 1.05 1.06 0.97 1.03 - 昭和51

理工学部 4 180 - 720 1.02 1.04 0.99 0.99 1.01 - -

　情報システム工学科 4 80 - 320 1.02 1.07 1.02 1.03 1.03 - 平成３

　共生創造理工学科 4 100 - 400 1.03 1.01 0.97 0.96 0.99 - 平成27

　生命情報工学科 4 - - - - - - - - - 平成３
平成27年学生募集停止

　環境共生工学科 4 - - - - - - - - - 平成15
平成27年学生募集停止

看護学部 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

　看護学科 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

国際教養学部 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26

　国際教養学科 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26 定員変更(10)

大学全体［通信教育部
除く］

4 1,500 92 6,184 1.06 1.03 1.01 1.00 1.02 - -

[通信教育部]

経済学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51

  経済学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

法学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51

　法律学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

教育学部 4 650 - 2,600 0.34 0.16 0.14 0.13 0.13 - 昭和57

　教育学科 4 300 - 1,200 0.47 0.16 0.12 0.17 0.14 - 昭和57

２　既設大学等の状況

入学定員超過率 平均入学
定員

超過率

編入学
定　員

開設
年度

収容
定員

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

修業
年限

入学
定員

既設学部等の名称

　　創　価　大　学
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　児童教育学科 4 350 - 1,400 0.22 0.15 0.16 0.10 0.12 - 昭和57

文学部 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

　人間学科 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

［博士前期/修士課程］

経済学研究科 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

　経済学専攻 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

法学研究科 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

　法律学専攻 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

文学研究科 2 58 - 116 - - 0.52 0.55 0.53 - 昭和50

　英文学専攻 2 10 - 20 - - 0.00 0.00 0.00 - 昭和50

　社会学専攻 2 10 - 20 - - 0.80 0.50 0.65 - 昭和50

　教育学専攻 2 15 - 30 - - 0.53 0.80 0.66 - 昭和61

　人文学専攻 2 8 - 16 - - 0.50 1.00 0.75 - 平成４

　国際言語教育専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.46 0.63 - 平成21

国際平和学研究科 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

　国際平和学専攻 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

理工学研究科 2 70 - 140 - - 0.93 0.72 0.82 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 2 30 - 60 - - 1.10 1.06 1.08 - 平成７

　生命情報工学専攻 2 - - - - - - - - - 平成７
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 2 25 - 50 - - 0.88 0.56 0.72 - 平成19

　生命理学専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.53 0.67 - 令和２

［博士後期課程］

経済学研究科 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

　経済学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

法学研究科 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

　法律学専攻 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

文学研究科 3 16 - 48 - 0.36 0.17 0.12 0.21 - 昭和52

　英文学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.00 0.00 0.00 - 昭和52

　社会学専攻 3 5 - 15 - 0.20 0.20 0.00 0.13 - 昭和52

　教育学専攻 3 2 - 6 - 1.00 0.50 0.50 0.66 - 平成元

　人文学専攻 3 4 - 12 - 0.25 0.00 0.00 0.08 - 平成６

理工学研究科 3 14 - 40 - 1.03 0.47 0.67 0.67 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 3 4 - 12 - 0.75 1.00 0.00 0.58 - 平成９
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　生命情報工学専攻 3 - - - - 1.00 - - - - 平成９
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 3 5 - 13 - 1.33 0.20 1.00 0.84 - 平成19
令和２年定員変更
（2）

　生命理学専攻 3 5 - 15 - - 0.2 1.00 0.6 - 令和２

［専門職課程］

法務研究科 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

　法務専攻 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

教職研究科 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

　教職専攻 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 1
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

年 人 年次 人 倍

人

国際ビジネス学科 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2 - - - - - - - - - 昭和60
平成30年学生募集停
止

大学全体 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

入学定員超過率

　創　価　女　子　短　期　大　学

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び高等専門学校について

　　　　それぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

既設学部等の名称
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成29年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和2年度）

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

・平均入学定員超過率
が0.06倍と著しく低い
が、その原因分析の状
況及び今後の改善策等
について具体的に説明
すること。

令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

大学通信教育は、教育の機
会均等及び大学教育の門戸
を万人に開くために昭和21
年3月に学校教育法によって
制度化されたことから、本
学通信教育課程の開設（昭
和51年）以前に開設された
通信教育の大学は、一部の
学部を除き、ほぼ全ての大
学・学部において入学定員
1,000人を超えて設定してお
り、本学通信教育部の経済
学科でも開設以来2,000人の
入学定員を設け、大学教育
の門戸を万人に開いた体制
をとったことによる。
そこで経済学科は、平成30
年度に入学定員を2,000名よ
り1年次1,000名、3年次編入
学を100名に変更した上で、
全国各地やインターネット
を利用した入学説明会の開
催や、新聞やインターネッ
ト広告の掲載、ホームペー
ジやSNS等を利用した広報を
実施し、定員充足に努めて
いる。また、平成30年度よ
りICT環境の整備を進め、令
和2年度にはインターネット
を利用したWEB科目試験の受
験やリアルタイム授業の受
講などを可能にしたことに
より、地方在住者でもさら
なる利便性の向上とコロナ
禍においても安全に学修を
行える環境を整備した。こ
れらを広く訴求することに
より、今まで学修が難しい
環境にあった方や在宅での
学びや資格取得を検討され
ている方なども対象とし
た、新たな生活環境・学修
環境に即した学生募集の取
り組みを積極的に行い、入
学者数の増加に努めてい
る。

該当なし

指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中

・経済学部経済学科
（通信教育課程）、法
学部法律学科（通信教
育課程）、教育学部教
育学科（通信教育課
程）及び児童教育学科
（通信教育課程）の定
員未充足の是正に努め
ること。

・令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

経済学部経済学科（通信教
育課程）及び法学部法律学
科（通信教育課程）は平成
30年度に入学定員を2,000名
より1年次1,000名、3年次編
入学を100名に変更し、定員
充足に努めている。あわせ
て、通信教育課程では平成
30年度よりICT環境を整備し
た。これにより、レポート
の提出やスクーリングメ
ディア授業の受講、デジタ
ルコンテンツの補助教材参
照等、各種取り扱いをイン
ターネットで利用できるよ
うにした。また、令和2年度
より、教育学部教育学科に
おいて「社会教育士」の称
号を取得できるようになっ
た。これらの点を広く周知
し、学生募集の増加に努め
ていく。

履行中
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大学番号 080

設置年度 平成 30年度

計画の区分： 大学の収容定員に係る学則変更

創価大学 通信教育部 経済学部 経済学科

　　　職名・氏名 係長　　岩城　健児

　　　電話番号　　 042-691-9442

　　　（夜間）　　 042-691-9442

　　　ｅ－mail　　 publicrelation@soka.ac.jp

認可

学校法人創価大学　　

収容定員に係る学則変更を行った大学の履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

　作成担当者

（注）　１　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況報告書

　　　　　例）　○○大学（旧名称：◇◇大学（平成◇◇年度より名称変更））

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　２　認可時から大学の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に（　　）書きにて

　　　　　旧名称を記載してください。

令和３年５月１日現在

　　担当部局（課）名　企画部企画広報課

注１注１注１注１



①通信教育部経済学部経済学科

２．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３

３．附帯事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　６

目次

ページ

１．調査対象大学等の概要等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　1



設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ たしろ　やすのり ）

田代　康則

（平成16年4月）

（ ばば　よしひさ ）

馬場　善久

（平成25年4月）

（ かんざか　じゅんいち ） （ たかぎ　いさお ）

勘坂　純市 高木　功

（平成28年4月） （令和2年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

任期満了のため令和2年4
月1日（2）

学　　長

職　　名

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　ください。

学 部 長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　　東京都八王子市丹木町1-236

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人創価大学

（２） 大　学　名

　　　〒192－8577

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　創価大学

1



　　　に報告書を作成してください。

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

人 年次 人 年度

通信教育部 人
　経済学部 3年次

　　　経済学科 2000 1000 0 100 8000 4200 平成30

　　学士（経済学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

1000人 人 1000人 人 1000人 人 1000人 人

89 － 73 － 89 － 40 －

(48) ( － ) (31) ( － ) (41) ( － ) (26) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

88 － 73 － 89 － 40 －

(47) ( － ) (29) ( － ) (41) ( － ) (25) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

88 － 73 － 65 － 40 －

(47) ( － ) (29) ( － ) (27) ( － ) (25) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

85 － 63 － 62 － 39 －

(41) ( － ) (26) ( － ) (26) ( － ) (25) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科の場合ですが、変更年度・修業年限に合わせて

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、標準修業年限における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください

　　　　作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し、５年以上の場合には、欄を設けてください。）

修業年限
収容定員編入学定員 定員変更年度 備　考

1000 1000

調査対象学部等の
名称（学位） 入学定員

設 置 時 の 計 画

令和３年度

1000

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

令和元年度

1000
(100)

[－]

令和２年度

[－]

(100)

　　　・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（入試区分ごとではありません）。

合格者数

　　　　記入してください。

0.08 0.030.06 0.06

年

[－]

(100)

4

平成３０年度

受験者数

志願者数

Ａ　 入学定員

Ｂ　 入学者数

(100)

[－]

学生募集の停
止について

平均入学定員
超 過 率

0.05倍

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

－

2



大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 4
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

備　　考

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

年 人 年次 人 倍 倍 倍 倍 倍 年度 年度

人

経済学部 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46

　経済学科 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、３
年次編入18）

法学部 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

　法律学科 4 240
3年次

8
976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

定員変更（△10、
３年次編入8）

文学部 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46

　人間学科 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46
定員変更（△20、
３年次編入40）

経営学部 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51

　経営学科 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51
定員変更（△10、
３年次編入26）

教育学部 4 180 - 720 1.07 1.04 1.04 1.02 1.04 - -

　教育学科　 4 80 - 320 1.07 1.03 1.03 1.07 1.05 - 昭和51

　児童教育学科　 4 100 - 400 1.07 1.05 1.06 0.97 1.03 - 昭和51

理工学部 4 180 - 720 1.02 1.04 0.99 0.99 1.01 - -

　情報システム工学科 4 80 - 320 1.02 1.07 1.02 1.03 1.03 - 平成３

　共生創造理工学科 4 100 - 400 1.03 1.01 0.97 0.96 0.99 - 平成27

　生命情報工学科 4 - - - - - - - - - 平成３
平成27年学生募集停止

　環境共生工学科 4 - - - - - - - - - 平成15
平成27年学生募集停止

看護学部 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

　看護学科 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

国際教養学部 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26

　国際教養学科 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26 定員変更(10)

大学全体［通信教育部
除く］

4 1,500 92 6,184 1.06 1.03 1.01 1.00 1.02 - -

[通信教育部]

経済学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51

  経済学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

法学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51

　法律学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

教育学部 4 650 - 2,600 0.34 0.16 0.14 0.13 0.13 - 昭和57

　教育学科 4 300 - 1,200 0.47 0.16 0.12 0.17 0.14 - 昭和57

２　既設大学等の状況

入学定員超過率 平均入学
定員

超過率

編入学
定　員

開設
年度

収容
定員

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

修業
年限

入学
定員

既設学部等の名称

　　創　価　大　学

3



　児童教育学科 4 350 - 1,400 0.22 0.15 0.16 0.10 0.12 - 昭和57

文学部 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

　人間学科 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

［博士前期/修士課程］

経済学研究科 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

　経済学専攻 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

法学研究科 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

　法律学専攻 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

文学研究科 2 58 - 116 - - 0.52 0.55 0.53 - 昭和50

　英文学専攻 2 10 - 20 - - 0.00 0.00 0.00 - 昭和50

　社会学専攻 2 10 - 20 - - 0.80 0.50 0.65 - 昭和50

　教育学専攻 2 15 - 30 - - 0.53 0.80 0.66 - 昭和61

　人文学専攻 2 8 - 16 - - 0.50 1.00 0.75 - 平成４

　国際言語教育専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.46 0.63 - 平成21

国際平和学研究科 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

　国際平和学専攻 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

理工学研究科 2 70 - 140 - - 0.93 0.72 0.82 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 2 30 - 60 - - 1.10 1.06 1.08 - 平成７

　生命情報工学専攻 2 - - - - - - - - - 平成７
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 2 25 - 50 - - 0.88 0.56 0.72 - 平成19

　生命理学専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.53 0.67 - 令和２

［博士後期課程］

経済学研究科 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

　経済学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

法学研究科 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

　法律学専攻 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

文学研究科 3 16 - 48 - 0.36 0.17 0.12 0.21 - 昭和52

　英文学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.00 0.00 0.00 - 昭和52

　社会学専攻 3 5 - 15 - 0.20 0.20 0.00 0.13 - 昭和52

　教育学専攻 3 2 - 6 - 1.00 0.50 0.50 0.66 - 平成元

　人文学専攻 3 4 - 12 - 0.25 0.00 0.00 0.08 - 平成６

理工学研究科 3 14 - 40 - 1.03 0.47 0.67 0.67 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 3 4 - 12 - 0.75 1.00 0.00 0.58 - 平成９

4



　生命情報工学専攻 3 - - - - 1.00 - - - - 平成９
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 3 5 - 13 - 1.33 0.20 1.00 0.84 - 平成19
令和２年定員変更
（2）

　生命理学専攻 3 5 - 15 - - 0.2 1.00 0.6 - 令和２

［専門職課程］

法務研究科 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

　法務専攻 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

教職研究科 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

　教職専攻 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 1
平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

0 備　　考

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

年 人 年次 人 倍

人

国際ビジネス学科 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2 - - - - - - - - - 昭和60
平成30年学生募集停
止

大学全体 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

入学定員超過率

　創　価　女　子　短　期　大　学

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び高等専門学校について

　　　　それぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

既設学部等の名称
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成29年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和2年度）

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

・平均入学定員超過率
が0.06倍と著しく低い
が、その原因分析の状
況及び今後の改善策等
について具体的に説明
すること。

令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

大学通信教育は、教育の機
会均等及び大学教育の門戸
を万人に開くために昭和21
年3月に学校教育法によって
制度化されたことから、本
学通信教育課程の開設（昭
和51年）以前に開設された
通信教育の大学は、一部の
学部を除き、ほぼ全ての大
学・学部において入学定員
1,000人を超えて設定してお
り、本学通信教育部の経済
学科でも開設以来2,000人の
入学定員を設け、大学教育
の門戸を万人に開いた体制
をとったことによる。
そこで経済学科は、平成30
年度に入学定員を2,000名よ
り1年次1,000名、3年次編入
学を100名に変更した上で、
全国各地やインターネット
を利用した入学説明会の開
催や、新聞やインターネッ
ト広告の掲載、ホームペー
ジやSNS等を利用した広報を
実施し、定員充足に努めて
いる。また、平成30年度よ
りICT環境の整備を進め、令
和2年度にはインターネット
を利用したWEB科目試験の受
験やリアルタイム授業の受
講などを可能にしたことに
より、地方在住者でもさら
なる利便性の向上とコロナ
禍においても安全に学修を
行える環境を整備した。こ
れらを広く訴求することに
より、今まで学修が難しい
環境にあった方や在宅での
学びや資格取得を検討され
ている方なども対象とし
た、新たな生活環境・学修
環境に即した学生募集の取
り組みを積極的に行い、入
学者数の増加に努めてい
る。

該当なし

指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中

・経済学部経済学科
（通信教育課程）、法
学部法律学科（通信教
育課程）、教育学部教
育学科（通信教育課
程）及び児童教育学科
（通信教育課程）の定
員未充足の是正に努め
ること。

・令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

経済学部経済学科（通信教
育課程）及び法学部法律学
科（通信教育課程）は平成
30年度に入学定員を2,000名
より1年次1,000名、3年次編
入学を100名に変更し、定員
充足に努めている。あわせ
て、通信教育課程では平成
30年度よりICT環境を整備し
た。これにより、レポート
の提出やスクーリングメ
ディア授業の受講、デジタ
ルコンテンツの補助教材参
照等、各種取り扱いをイン
ターネットで利用できるよ
うにした。また、令和2年度
より、教育学部教育学科に
おいて「社会教育士」の称
号を取得できるようになっ
た。これらの点を広く周知
し、学生募集の増加に努め
ていく。

履行中
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大学番号 080

設置年度 平成 30年度

計画の区分： 大学の収容定員に係る学則変更

創価大学 通信教育部 法学部 法律学科

　　　職名・氏名 係長　　岩城　健児

　　　電話番号　　 042-691-9442

　　　（夜間）　　 042-691-9442

　　　ｅ－mail　　 publicrelation@soka.ac.jp

認可

学校法人創価大学　　

収容定員に係る学則変更を行った大学の履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

　作成担当者

（注）　１　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況報告書

　　　　　例）　○○大学（旧名称：◇◇大学（平成◇◇年度より名称変更））

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　２　認可時から大学の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、その下欄に（　　）書きにて

　　　　　旧名称を記載してください。

令和３年５月１日現在

　　担当部局（課）名　企画部企画広報課

注１注１注１



①通信教育部法学部法律学科

２．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３

３．附帯事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　６
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ たしろ　やすのり ）

田代　康則

（平成16年4月）

（ ばば　よしひさ ）

馬場　善久

（平成25年4月）

（ すどう　よしやす ）

須藤　悦安

（平成28年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

学　　長

職　　名

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　ください。

学 部 長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

　　　　東京都八王子市丹木町1-236

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人創価大学

（２） 大　学　名

　　　〒192－8577

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　創価大学

1



　　　

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

人 年次 人 年度
通信教育部 人
　法学部 3年次
　　　法律学科 2000 1000 0 100 8000 4200 平成30

　　学士（法学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

1000人 人 1000人 人 1000人 人 1000人 人

64 － 53 － 51 － 41 －

(37) ( － ) (39) ( － ) (34) ( － ) (31) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

64 － 51 － 51 － 40 －

(37) ( － ) (39) ( － ) (34) ( － ) (31) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

64 － 51 － 41 － 40 －

(37) ( － ) (39) ( － ) (28) ( － ) (31) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

59 － 49 － 38 － 38 －

(34) ( － ) (35) ( － ) (27) ( － ) (30) ( － )

[－] [－] [－] [－] [－] [－] [－] [－]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科の場合ですが、変更年度・修業年限に合わせて

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、標準修業年限における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください

　　　　作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し、５年以上の場合には、欄を設けてください。）

修業年限
収容定員編入学定員 定員変更年度 備　考

1000 1000

調査対象学部等の
名称（学位） 入学定員

設 置 時 の 計 画

令和３年度

1000

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

令和元年度

1000
(100)

[－]

令和２年度

[－]

(100)

　　　・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（入試区分ごとではありません）。

合格者数

　　　　記入してください。

0.05 0.030.04 0.03

年

[－]

(100)

4

平成３０年度

受験者数

志願者数

Ａ　 入学定員

Ｂ　 入学者数

(100)

[－]

学生募集の停
止について

平均入学定員
超 過 率

0.03倍

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

－

2



大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 4
平均入学定員超過
率1.3倍以上の学
科等数

備　　考

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

年 人 年次 人 倍 倍 倍 倍 倍 年度 年度

人

経済学部 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46

　経済学科 4 190
3年次
18

796 1.07 1.02 1.05 1.00 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、３年
次編入18）

法学部 4 240
3年次
8

976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46

　法律学科 4 240
3年次
8

976 1.05 1.03 1.05 1.01 1.03 平成30 昭和46
定員変更（△10、
３年次編入8）

文学部 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46

　人間学科 4 350
3年次
40

1480 1.01 1.03 1.07 0.99 1.02 平成30 昭和46
定員変更（△20、
３年次編入40）

経営学部 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51

　経営学科 4 190
3年次
26

812 1.06 1.07 1.05 1.04 1.05 平成30 昭和51
定員変更（△10、
３年次編入26）

教育学部 4 180 - 720 1.07 1.04 1.04 1.02 1.04 - -

　教育学科　 4 80 - 320 1.07 1.03 1.03 1.07 1.05 - 昭和51

　児童教育学科　 4 100 - 400 1.07 1.05 1.06 0.97 1.03 - 昭和51

理工学部 4 180 - 720 1.02 1.04 0.99 0.99 1.01 - -

　情報システム工学科 4 80 - 320 1.02 1.07 1.02 1.03 1.03 - 平成３

　共生創造理工学科 4 100 - 400 1.03 1.01 0.97 0.96 0.99 - 平成27

　生命情報工学科 4 - - - - - - - - - 平成３
平成27年学生募集停止

　環境共生工学科 4 - - - - - - - - - 平成15
平成27年学生募集停止

看護学部 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

　看護学科 4 80 - 320 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 - 平成25

国際教養学部 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26

　国際教養学科 4 90 - 360 1.00 1.03 0.76 0.91 0.92 平成30 平成26 定員変更(10)

大学全体［通信教育部
除く］

4 1,500 92 6,184 1.06 1.03 1.01 1.00 1.02 - -

[通信教育部]

経済学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51

  経済学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.08 0.06 0.06 0.05 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

法学部 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51

　法律学科 4 1,000
3年次
100

4,200 0.07 0.05 0.04 0.03 0.03 平成30 昭和51
定員変更（△
1,000）

教育学部 4 650 - 2,600 0.34 0.16 0.14 0.13 0.13 - 昭和57

　教育学科 4 300 - 1,200 0.47 0.16 0.12 0.17 0.14 - 昭和57

２　既設大学等の状況

入学定員超過率 平均入学
定員

超過率

編入学
定　員

開設
年度

収容
定員

定員変更
年度

（AC期間の学
科のみ）

修業
年限

入学
定員

既設学部等の名称

　　創　価　大　学

3



　児童教育学科 4 350 - 1,400 0.22 0.15 0.16 0.10 0.12 - 昭和57

文学部 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

　人間学科 4 750
3年次
100

3,200 ‐ 0.74 0.22 0.21 0.34 - 平成30

［博士前期/修士課程］

経済学研究科 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

　経済学専攻 2 15 - 30 - - 0.60 0.00 0.30 - 昭和50

法学研究科 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

　法律学専攻 2 15 - 30 - - 0.40 0.06 0.23 - 昭和50

文学研究科 2 58 - 116 - - 0.52 0.55 0.53 - 昭和50

　英文学専攻 2 10 - 20 - - 0.00 0.00 0.00 - 昭和50

　社会学専攻 2 10 - 20 - - 0.80 0.50 0.65 - 昭和50

　教育学専攻 2 15 - 30 - - 0.53 0.80 0.66 - 昭和61

　人文学専攻 2 8 - 16 - - 0.50 1.00 0.75 - 平成４

　国際言語教育専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.46 0.63 - 平成21

国際平和学研究科 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

　国際平和学専攻 2 16 - 32 - - 0.87 0.68 0.77 - 平成30

理工学研究科 2 70 - 140 - - 0.93 0.72 0.82 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 2 30 - 60 - - 1.10 1.06 1.08 - 平成７

　生命情報工学専攻 2 - - - - - - - - - 平成７
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 2 25 - 50 - - 0.88 0.56 0.72 - 平成19

　生命理学専攻 2 15 - 30 - - 0.80 0.53 0.67 - 令和２

［博士後期課程］

経済学研究科 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

　経済学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.20 0.00 0.06 - 昭和52

法学研究科 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

　法律学専攻 3 3 - 9 - 0.00 0.66 0.66 0.44 - 昭和52

文学研究科 3 16 - 48 - 0.36 0.17 0.12 0.21 - 昭和52

　英文学専攻 3 5 - 15 - 0.00 0.00 0.00 0.00 - 昭和52

　社会学専攻 3 5 - 15 - 0.20 0.20 0.00 0.13 - 昭和52

　教育学専攻 3 2 - 6 - 1.00 0.50 0.50 0.66 - 平成元

　人文学専攻 3 4 - 12 - 0.25 0.00 0.00 0.08 - 平成６

理工学研究科 3 14 - 40 - 1.03 0.47 0.67 0.67 - 令和２

　情報ｼｽﾃﾑ工学専攻 3 4 - 12 - 0.75 1.00 0.00 0.58 - 平成９
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　生命情報工学専攻 3 - - - - 1.00 - - - - 平成９
令和2年学生募集停
止

　環境共生工学専攻 3 5 - 13 - 1.33 0.20 1.00 0.84 - 平成19
令和２年定員変更
（2）

　生命理学専攻 3 5 - 15 - - 0.2 1.00 0.6 - 令和２

［専門職課程］

法務研究科 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

　法務専攻 3 28 - 84 - 0.6 0.57 0.57 0.58 - 平成16

教職研究科 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

　教職専攻 2 25 - 50 0.68 0.36 0.68 0.24 0.58 - 平成20

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 1
平均入学定員超過
率1.3倍以上の学
科等数

0 備　　考

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

年 人 年次 人 倍

人

国際ビジネス学科 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2 - - - - - - - - - 昭和60
平成30年学生募集停
止

大学全体 2 250 - 500 1.17 0.92 0.82 0.58 0.87 - 昭和60

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

入学定員超過率

　創　価　女　子　短　期　大　学

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び高等専門学校について

　　　　それぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の学
科のみ）

開設
年度

既設学部等の名称
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成29年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年度）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和2年度）

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は
　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

平均入学定員超過率が
0.04 倍と著しく低い
が、その原因分析の状
況及び今後の改善策等
について具体的に説明
すること。

令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

大学通信教育は、教育の機
会均等及び大学教育の門戸
を万人に開くために昭和21
年3月に学校教育法によって
制度化されたことから、本
学通信教育課程の開設（昭
和51年）以前に開設された
通信教育の大学は、一部の
学部を除き、ほぼ全ての大
学・学部において入学定員
1,000人を超えて設定してお
り、本学通信教育部の法律
学科でも開設以来2,000人の
入学定員を設け、大学教育
の門戸を万人に開いた体制
をとったことによる。
そこで法律学科は、平成30
年度に入学定員を2,000名よ
り1年次1,000名、3年次編入
学を100名に変更した上で、
全国各地やインターネット
を利用した入学説明会の開
催や、新聞やインターネッ
ト広告の掲載、ホームペー
ジやSNS等を利用した広報を
実施し、定員充足に努めて
いる。また、平成30年度よ
りICT環境の整備を進め、令
和2年度にはインターネット
を利用したWEB科目試験の受
験やリアルタイム授業の受
講などを可能にしたことに
より、地方在住者でもさら
なる利便性の向上とコロナ
禍においても安全に学修を
行える環境を整備した。こ
れらを広く訴求することに
より、今まで学修が難しい
環境にあった方や在宅での
学びや資格取得を検討され
ている方なども対象とし
た、新たな生活環境・学修
環境に即した学生募集の取
り組みを積極的に行い、入
学者数の増加に努めてい
る。

該当なし

指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中

・経済学部経済学科
（通信教育課程）、法
学部法律学科（通信教
育課程）、教育学部教
育学科（通信教育課
程）及び児童教育学科
（通信教育課程）の定
員未充足の是正に努め
ること。

・令和2年度入学定員充足率
経済学部経済学科（通信教
育課程）0.06
法学部法律学科（通信教育
課程）0.03
教育学部教育学科（通信教
育課程）0.17
教育学部児童教育学科（通
信教育課程）0.10

経済学部経済学科（通信教
育課程）及び法学部法律学
科（通信教育課程）は平成
30年度に入学定員を2,000名
より1年次1,000名、3年次編
入学を100名に変更し、定員
充足に努めている。あわせ
て、通信教育課程では平成
30年度よりICT環境を整備し
た。これにより、レポート
の提出やスクーリングメ
ディア授業の受講、デジタ
ルコンテンツの補助教材参
照等、各種取り扱いをイン
ターネットで利用できるよ
うにした。また、令和2年度
より、教育学部教育学科に
おいて「社会教育士」の称
号を取得できるようになっ
た。これらの点を広く周知
し、学生募集の増加に努め
ていく。

履行中
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